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1.はじめに

近年，知的財産への関心の高まりから，非常に多く
の特許出願がなされている．特許出願後，原則 1年 6ヶ
月を経過すると公開特許公報が発行される．公開特許
公報は技術文書としての役割があり，特許調査などに
用いられている．しかし，年間 30万件以上の公開特許
公報が発行されているため [1]，必要な情報に辿り着く
のは困難となっている．
大量の公開特許公報の中から必要とする情報を探し

出すためには，発明の概要を迅速かつ的確に把握する
必要がある．このためには，特許出願に必要な書類の
一つである要約書の利用が考えられる．要約書は，発
明が解決しようとする課題とその解決手段で構成され
ている．
しかし，特許出願書類の記述量に関係なく，400字以

内で記述しなければならないという規則がある．また，
要約書の解決手段で書かれている内容は，請求項その
ものであることが多いため，請求項を読んで得られる
情報とあまり変わらず，要約書を読むメリットが少な
いと考えられる．特に，請求項は 1文で記述されると
いう独自の記述スタイルをとるため，非常に読みづら
くなっている．よって，特許出願に添付されている要
約書は発明の内容の把握に十分な情報を含んでいない
と考えられる．そこで，請求項の内容を詳しく説明し
ている明細書を用いて要約書を作成することで，発明
が理解しやすくなると考えられる．
本稿では，明細書中の特徴を考慮した要約文抽出を

目指し，既存の重要文抽出手法を公開特許公報に適用
することを試みる．高村らは，一般の文書要約を対象
として，オペレーションズリサーチにおける施設配置
問題に基づく重要文抽出手法を提案している [2]．本稿
では，高村らの手法を基に，明細書からの要約文抽出
手法を提案する．その上で，実際の公開特許公報を用
いて提案手法の適用可能性を示す．

2.施設配置問題による文書要約のモデル化

文書要約の代表的な手法として，与えられた文章か
ら必要な文を選択して要約を生成する文選択がある [3]．
この手法は，与えられた文章が文法的であれば，選択さ
れた文も文法性は保障されているという特徴があり [2]，
本稿でもこのような要約を目指して，可能な限り元の
文章の内容を多く含む重要な文を抽出することを行う．
明細書のすべての文章が，選択された明細書の文集合の
いずれかの文によってできる限り表現されるような要約
モデルを考える．本稿では，施設配置問題（p-median
problem [4]）による文書要約のモデル化 [2]に基づき，
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公開特許公報の要約文抽出手法を提案する．

パラメータ

S ：明細書に含まれる文の集合
eij ：文間係数，文 i ∈ S と j ∈ S の含意関係
p ：抽出する文の数

決定変数

xi ：文 i ∈ Sを重要文として抽出するか否かを表す 0-1
変数

zij ：文 j ∈ S と共通する情報を多く含む文として文
i ∈ Sに割り当てる場合 1，そうでなければ 0を表
す 0-1変数

これらのパラメータを用いて，重要文抽出モデルを以
下のように定義する．

max .
∑
i∈S

∑
j∈S

eijzij (1)

s. t. zij ≤ xi, i, j ∈ S (2)∑
i∈S

xi ≤ p (3)∑
i∈S

zij = 1, j ∈ S (4)

xi ∈ {0, 1}, i ∈ S (5)

zij ∈ {0, 1}, i, j ∈ S (6)

目的関数 (1)は，明細書の文章が抽出された p個の
文によって表現されている度合いを表し，これを最大
化する．式 (2)は，各文 j は重要文として選択された
文 iにのみ割り当てることができることを示している．
式 (3)は抽出する文の数が p個以下であることを規定
している．また，各文 j は必ず抽出される文のいずれ
かに割り当てられることを式 (4)により保証している．
式 (5)および (6)は標準的な 0-1制約である．
ここで，文間の含意関係を表すスコアである文間係

数 eij を算出する方法について述べる．本稿では，高村
らの研究と同様に，各文同士の含意関係は，そこに含
まれる単語がどの程度共通しているかによって，表さ
れると見なす．よって，文 i ∈ S に対する文 j ∈ S の
文間係数 eij は，文 jに含まれる単語のうち，文 i ∈ S
に含まれる単語と共通するものがいくつあるかで表し，
以下のように定義する．

eij =
|W (i) ∩W (j)|

|W (j)|
(7)

ここで，W (i)は文 iに含まれる単語の集合とする．な
お，本稿では，名詞，動詞および形容詞を対象とした．
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表 1: 提案手法により抽出された要約文
【0054】 【0097-3】 【0107】 【0116】 【0119-3】

文の内容 形態 1 形態 2 形態 3 請求項１ 効果
p=1 0 0 0 1 0
p=3 0 0 1 1 1
p=5 1 1 1 1 1

形態：実施形態, 効果：発明の効果

【請求項１】
固体撮像装置であって、行列状に配置され、入射光の強度に応じた信号電圧を出力する複数の画素回
路と、列毎に１つ設けられ、対応する列に配置された複数の画素回路により前記信号電圧が出力される
複数の垂直信号線と、列毎に１つ設けられ、対応する列に設けられた前記垂直信号線に接続される複
数のスイッチ部と、列毎に１つ設けられ、対応する列に設けられた前記スイッチ部を介して前記垂直信号
線に接続され、前記垂直信号線に出力された前記信号電圧を増幅する複数の列増幅部とを備え、前記
複数の画素回路の各々は、入射光の強度に応じた信号電荷を蓄積する受光部と、フローティングディ
フュージョンと、前記受光部と前記フローティングディフュージョンとの間に接続された転送トランジスタ
と、前記フローティングディフュージョンの電圧に応じた前記信号電圧を前記垂直信号線に出力する増幅
トランジスタとを備え、前記固体撮像装置は、さらに、前記受光部から前記フローティングディフュージョン
に信号電荷を転送する転送期間において前記スイッチ部をオフする制御部を備える固体撮像装置。

図 1: 請求項 1の内容 (特開 2011-114731)

【０１１６】
（まとめ）以上より、本発明の第１から第３の実施形態に係る固体撮像装置は、行列状に配置され、入射
光の強度に応じた信号電圧を出力する複数の画素回路１１１と、列毎に１つ設けられ、対応する列に配
置された複数の画素回路により信号電圧が出力される複数の垂直信号線１０３と、列毎に１つ設けられ、
対応する列に設けられた垂直信号線に接続される複数のスイッチ部（スイッチトランジスタ１１４）と、列毎
に１つ設けられ、対応する列に設けられたスイッチ部を介して垂直信号線に接続され、垂直信号線に出
力された信号電圧を増幅する複数の列増幅部１１５とを備え、複数の画素回路の各々は、入射光の強度
に応じた信号電荷を蓄積する受光部（ＰＤ１）と、フローティングディフュージョン（ＦＤ１）と、受光部とフロー
ティングディフュージョンとの間に接続された転送トランジスタ（ＮＭ１）と、フローティングディフュージョン
の電圧に応じた信号電圧を垂直信号線に出力する増幅トランジスタ（ＮＭ３）とを備え、固体撮像装置
は、さらに、受光部からフローティングディフュージョンに信号電荷を転送する転送期間（ｔ４～ｔ５）におい
てスイッチ部をオフする制御部１１０を備えている。

図 2: 抽出された【0116】(特開 2011-114731)

3.公開特許文献を用いた評価実験

提案手法を用いて，実際の公開特許公報の明細書か
ら要約文抽出を行った．抽出する文の数 pを変化させ
て，抽出される文の内容を確認した．さらに，重要文
抽出手法として利用されている tf-idfによる重要文を用
いて [5]，提案手法による要約文との比較を行う．eijを
求めるときと同一の形態素を用いて tf，idfを計算する．

tfk =
文 iでの単語 kの出現回数
文 iで出現する総単語数

(8)

idfk = log

(
明細書の全文数
単語 kを含む文数

)
(9)

文 iの重要度 =

∑
k∈W (i)(tfk× idfk)

|W (i)|
(10)

式 (10)より重要度を求め，重要度の高い文から順に
p文抽出する．表 1は公開特許公報 (明細書全文 250文）
に対して提案手法を適用した結果である．値が 1のと
きにその文が抽出されたことを表している．【0054】は
明細書の段落番号であり，【0054】の 1文を抽出したこ
とを表している．2文以上で構成されている段落の場
合は，【0097-3】のようにその段落の何文目を抽出した
かを表している．【0116】は抽出する文の数 pの全てに
おいて抽出されたことを表しており，文の内容は請求
項 1についての記述であることを表している．
図 1は請求項 1の内容で，図 2は提案手法で抽出さ

れた【0116】の内容である．この 2つの内容を比較し
てみると，【0116】の内容は請求項 1の内容を表してい
ることがわかる．また，【0116】は出願に添付されてい
る要約書の内容を含んでいるものであった．また，こ
の公開特許公報には３つの実施形態があるが，表 1よ
り，選択された文の内容は実施形態 1，2，3それぞれ
について説明している文を選択していることがわかる．

表 2: tf-idfによる重要文
重要文 重要度 文の内容
【0017】 2.01 課題解決手段
【0018】 1.66 課題解決手段
【0048-1】 1.24 実施形態 1
【0084】 1.15 実施形態 2
【0120-1】 1.02 スイッチ部の説明

表 3: tf-idfによる重要文
重要文 実際の明細書の文
【００１７】 また、前記スイッチ部はＭＯＳトランジスタであってもよい。
【００１８】 また、前記ＭＯＳトランジスタのゲートアスペクト比は、

前記増幅トランジスタのゲートアスペクト比以下であってもよい。
【００４８-1】列電流源１１２は、電流源トランジスタＮＭ４を含む。
【００８４】 この電圧供給回路２０１は、プルアップトランジスタＰＭ１２を含む。
【０１２０】 また、スイッチ部はＭＯＳトランジスタであり、

ＭＯＳトランジスタのゲートアスペクト比は、
増幅トランジスタのゲートアスペクト比以下である。

表 4: 明細書全体の網羅率
提案手法 tf-idf

p=1 0.090 0.004
p=3 0.138 0.018
p=5 0.184 0.026

よって，発明の内容を網羅した文が選択されたと考え
られる．
表 2は公開特許公報に対して tf-idfを計算して，重

要文を求めた結果である．表 3は tf-idfによる重要文
の一覧である．提案手法で抽出した文よりも短いもの
が多く，補足的な説明が多い文が重要文になっている．
そのため，発明の概要を把握できる文としては不十分
であると考えられる．
ここで，式 (11)より，提案手法による要約文と tf-idf

による重要文について，明細書全体に対してどの程度
網羅できているかを比較する．網羅率が高ければ，明
細書全体の内容を含んでいる文が抽出できたと考えら
れる．

網羅率 =
要約文/重要文の単語異なり数
明細書全文の単語異なり数

(11)

表 4より，提案手法の方が網羅率は高いことがわか
る．今回は全文 250文に対して 5文選択したが，選択
する文を増やせば網羅率が高くなると思われる．

4.まとめ

既存の重要文抽出手法を基に，要約文抽出方法を検
討し，明細書全体を網羅した要約文を抽出できる可能
性を示した．今後は請求項の情報を文間係数に取り入
れて，より請求項の内容を網羅している文を抽出可能
にしたい．また，網羅率が高く，要約文数が多くなり
すぎないような抽出する文の数 pの決定が必要である．
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